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2012年度予算の審議がはじまります

代表質問 3月2日（わしの議員）
個人質問 3月5日（山口議員、さはし議員）

≪補正予算案等の審議≫
図書館の民間委託について

岡田議員が質疑(2月24日)
2月20日から名古屋市議会２月定例会が始まり、河村

市長が来年度予算をはじめ94議案の提案説明を行いま

した。2月24日から3月1日までは当初予算以外の議案に

ついての審議、3月2日からは来年度予算についての審

議が行われます。

志段味図書館を指定管理に
河村市長は自動車図書館の廃止を提案したことがあ

りますが、図書館そのものを民間やボランティアでや

ればいいという考えです。今回はまず志段味図書館を

皮切りに支所管内の図書館を、次いで各区の図書館運

営を民間に任せる方針です。

岡田ゆき子議員が図書館について質問します。

来年度予算は1兆287億円(△２％）
来年度予算は一般会計１兆２８７億円など総額２兆

５９３７億円です。５％減税による７５億円の減収を

はじめ、長引く不況や円高などで税収減が１５３億円

となっています。市長は可処分所得を増やすことで市

民の生活を支援することが日本経済の復活に求められ

ていると提案説明で訴えました。

介護と後期高齢者医療の保険料値上げ79億円
しかし、５％減税の恩恵を受けるのは金持ちと大企

業だけ。庶民には介護保険料の値上げ７１億円と後期

高齢者医療保険料の値上げ８億円が押し付けられ、減

税をテコに進められる行革で、守山市民病院の売却や

図書館の民営化など市民サービスの切り捨てが進めら

れようとしています。

代表質問にはわしの恵子議員が、個人質問には山口

清明ぎいんと、さはしあこ議員が立つ予定です。

「栄の場外舟券売場設置に反対する請願」
減税日本ナゴヤが紹介議員を取り消し

2月20日の本会議で、議長から「請願の紹介取り消

し」があったとの報告がありました。「栄の場外舟

券売場設置に反対する請願」の紹介議員となってい

る10名の減税日本ナゴヤのうち千種、東、熱田、守

山区の４名の議員が紹介議員を取り消しました。

委員会での推進派の追及にしどろもどろ
2月14日の総務環境委員会でこの請願が審議されま

したが、減税日本のあいまいな姿勢が自民党などの

批判を受けてしまいました。

昨年９月には公明党議員も取り消し
この請願には共産党も含め自民、公明、民主、減

税のすべての会派が紹介議員になっていましたが、

昨年9月には公明党が、10件の請願の紹介議員を取り

消しています。

2月議会 開会（2月20日）

歳入歳出予算の総額 （千円）

会計名 2012年度予算 2011年度予算 前年比％

一般会計 1,028,777,000 1,049,914,375 △ 2.0

特別会計 1,127,834,085 1,075,332,298 4.9

国民健康保険 216,692,859 211,510,647 2.5

後期高齢者医療 43,338,964 40,520,036 7.0

介護保険 145,818,146 133,009,273 9.6

母子寡婦福祉資金貸付金 1,279,864 1,404,864 △ 8.9

農業共済事業 91,925 93,285 △ 1.5

市場及びと畜場 8,184,630 8,299,736 △ 1.4

土地区画整理組合貸付金 95,000 155,000 △ 38.7

市街地再開発事業 860,265 1,009,076 △ 14.7

墓地公園整備事業 1,028,835 961,640 7.0

基金 126,357,142 105,632,622 19.6

用地先行取得 12,786,501 15,589,887 △ 18.0

公債 571,299,954 557,146,232 2.5

公営企業会計 437,164,937 450,653,175 △ 3.0

病院事業 33,140,602 30,142,743 9.9

守山市民病院 8,672,721 2,800,803 209.7

水道事業 77,427,587 78,675,203 △ 1.6

工業用水道事業 1,502,135 1,567,841 △ 4.2

下水道事業 150,867,181 159,512,709 △ 5.4

自動車運送事業 29,481,230 31,352,779 △ 6.0

高速度鉄道事業 136,073,481 146,601,097 △ 7.2

総 計 2,593,776,022 2,575,899,848 0.7
※企業会計は歳出をしめす。


